判例26(大阪高裁平6.3.16判決)　予防接種実地要綱の瑕疵
2010/07/12  法学部第三類　井脇浩之

＜事実の概要＞

　原告：予防接種ワクチンの被害児48名
　被告：予防接種を実施ないし実施させた主体である国

　昭和23年から同50年にかけて実施された、種痘、百日咳を含む二種・三種混合ワクチン、ポリオ、腸・パラチフス・インフルエンザのいずれかの予防接種の副反応により、原告らは死亡又は後遺障害を負った。その賠償・補償として総額50億円余を被告に対して請求したワクチン禍訴訟である。
　争点としては、①因果関係、②国の損害賠償責任、③損失補償責任、④時効援用(民法724条158条)、⑤損失額の算定が挙げられる。

＜判旨＞

　①：白木四原則(東大ルンバール事件)「ⅰ予防接種と自己との時間的空間的密接、ⅱ他原因の不想定、ⅲ副反応の程度の質量的強大さ、ⅳ機序(*mechanism)の科学的学問的実証性」

　②：安全配慮(確保)義務違反を理由とする債務不履行(不法行為)責任は否定。
　　　厚生大臣の法的義務と、厚生大臣の過失(組織上の過失)を認定し、国賠法1条1項に基づく損害賠償請求を認める。

　③：憲法29条3項に基づく損失補償請求の追加的併合の適否については、明示的な結論を示さず。具体的事案としては、除斥期間を類推適用し、検討を避けている。
　④：民法724条後段の20年の除斥期間について、ⅰ事理弁別能力、実質上の行為能力を欠いた3名については158条の類推適用によって停止されていたとし、ⅱ1名は給付申請を裁判外での権利行使と同視し、請求権の保存を認め、ⅲ2名については除斥期間の満了を認定した。

　⑤：1審は弁護士費用を「正当な補償として」特別な犠牲の内容をなす損失とは認めず。控訴審はこれを不当とし、損害として認めた。
＜検討＞

・「経験科学として合理的な因果関係」を国は反証することは可能なのか？

・接種担当医の過失ではなく厚生大臣の過失によって国賠法を用いるのは妥当なのか？

・損失補償の制度のほうが請求しやすいのでは？

・除斥期間の適用除外は妥当か？
